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年度 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 対前年比
市町計 447 427 470 471 385 501 719 867 117．4％
児童相談所計 263 329 301 495 665 630 897 1，053 120．6％






























































































































































































































































































件数 ％ 件数 ％
施設入所措置 44 4．9 63 6．0
児童養護施設 34 3．8 45 4．3
乳児院 4 0．5 12 1．1
児童自立支援施設 2 0．2 1 0．1
児童心理治療施設 1 0．1 3 0．3
その他の施設 3 0．3 2 0．2
里親委託 1 0．1 5 0．5
面接指導 817 91．1 891 84．6
助言指導 213 23．7 130 12．3
継続指導 572 63．8 711 67．5
他機関あっせん 32 3．6 50 4．8
児童福祉司指導 5 0．6 19 1．8
その他 30 3．3 75 7．1

















件数 ％ 件数 ％
一時保護所 128 46．4 155 42．6
一時保護委託 148 53．6 209 57．4
児童養護施設 65 23．5 100 27．5
乳児院 17 6．1 26 7．1
児童自立支援施設 0 0．0 0 0．0
児童心理治療施設 0 0．0 1 0．3
障害児関係施設 5 1．8 2 0．5
その他の施設 1 0．4 0 0．0
警察署 40 14．5 53 14．6
里親 1 0．4 12 3．3
その他 19 6．9 15 4．1
























長崎県（25年度） 長崎県（26年度） 長崎県（27年度） 長崎県（28年度） 長崎県（29年度） 長崎県（30年度） 長崎県（元年度）
0件（0名） 0件（0名） 1件（1名） 0件（0名） 1件（1名） 1件（1名） 5件（5名）
5．課題と対応策
本稿では児童相談所の虐待対応と長崎県の児童相談所における虐待対応件数の動向につ
いて見てきた。明らかなことは長崎県において児童相談所が対応する虐待件数が年々増加
しているという事実である。
「虐待対応件数の増加」という課題への対応策としては、児童相談所の体制強化、市町、
警察等関係機関との連携強化等が考えられよう。これらについては、既に着手され、かつ、
今回の分析においても進展は見えている。従ってこれらの方策について、引き続き着実に
進めていくことが今後も必要と考える。一方で、児童相談所が虐待事例発生後、すなわち、
後追い型でハイリスクアプローチを担当する機関であることから、予防型、支援型の取組
が重要と考える。子育て支援地域包括センターや子ども家庭総合支援拠点を中心とした市
町における子育て支援の強化やポピュレーションアプローチの充実が求められる。また、
例えば、ファミリーサポートセンター事業のような相互扶助的、つまり住民自身の力を取
り込む仕組みを一般化、拡大化する方向性も考えられよう。子育て家庭の孤立を防ぎ、社
会的実家機能を強化し、新たな地域の絆を創生する等の取り組みによって、子育て不安群
や軽度虐待予備群等のより深刻な状況への進行を止め、支えられる効果を実感することで
支える側に回ってもらう予防的関与が重要と考える。こういった状況（課題）への包括的、
総合的対応策として、県が2020（令和2）年3月に策定した長崎県社会的養育推進計画の
着実かつ効果的な実施を1点目としてあげたい。
2点目としては、虐待とDVの関連性を踏まえた対応策の構築である。「第16次報告」
において初の試みとして、第5次～第16次までの死亡事例のうちで分析可能な事例につい
てDVの有無を検証している。そこから見えた「10代での妊娠・出産、未婚のひとり親等
子育て支援の必要性」、「実母及び家庭自体の社会的孤立」、「実母の高い依存性及び虐待者
の攻撃性等のコントロール不全」、「児童相談所や市区町村の関与及6か月以上の虐待期間
の割合の高さ」等の傾向について、支援機関がDVを正確に理解すること、DVの発生リ
スクを早期に感知し孤立に追い込まれる前に子育て支援として家庭に関与すること、その
ための市町の母子保健と児童福祉両部門の有機的連携及び県機関との協働等の対策が講じ
られる必要がある。長崎県の児童相談所は、2箇所とも配偶者暴力相談支援センターを併
せ持つ総合相談機関であり、両者の強みを相互に生かし合える更なる工夫に期待したい。
3点目は、児童相談所の虐待対応状況（統計）に関する分析の問題である。4．（2）で
述べたとおり、必ずしも詳細かつ正確な分析ができていると言えず、さらに、その背景（経
済状況、保護者及び子どもの障害等特性等）に関する分析には至っていない。ただ、その
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分析を虐待をはじめとした相談対応に追われる児童相談所現場に求めることは非現実的で
ある。11月10日時点においても、業務統計を公表できる状況にないことがその証左のよう
に感じる。虐待統計の分析から課題と対応策を抽出する取組の必要性については県の判断
に委ねられるものの、大学等研究機関との連携の可能性は考えられないだろうか。
6．おわりに（まとめに代えて）
児童相談所の所長として勤務していた県職員時代、児童虐待をテーマとして講演依頼を
受けた際、必ず話題にしていた事、それは、「児童相談所や市町村だけで虐待問題や子ど
もの問題の解決や支援はできない。ひとりでも多くの人が手をつなぎ合い、支え合って暴
力の連鎖をストップすること、そしてたくさんのおとなで子どもを包み、子ども達の育ち
を守ることができる社会になること」という「願い」であった。極めて抽象的な内容であ
り、具体性、実効性に欠けるという批判はあるだろうが、閉塞的なコロナ禍の今の時代だ
からこそ、なおのこと、「虐待をする親を許さない」という絶対悪一辺倒の見方ではなく、
皆で育児に取り組む親を護る、支えるという親に対する温かいまなざし、「体罰によらな
い子育て」や「社会全体で子どもを育てる」という育児文化の醸成が、結果的に子どもを
守ることにつながるのではないかと思えてならない。
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